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なぜ 日本の 高等教育に お ける公 的負担が少な い の か
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1 ．は じ め に

　数十年来、大学 の 授業料、大学生 の 生活費 とも

に、高等教育に必要 な費用 が急増す る
一方、高等

教育に充て る公財政支出は 10年間横ばい で ある。

増加する負担額は全て家計支出 とな り、総務省の

「家計調査」 に よる と GDP に 占める高等教育費

の 家計負担額は 1983 年に政府負担額を上 同り、

以後 2 者間の開きは拡大する
一

方で ある。日本 の

高等教育へ の 公 的負担 の 少な さは他の 先進各国と

比較する と特に 際立 っ て お り、OECD 加盟国にお

ける GDP に占める高等教育の 平均負担率が 1．0％、

フ ィ ン ラ ン ド、ア メ リカ、ス ウェ
ーデ ン な どで は

1．4％ を上回る中、日本は 0．5％ と最低の 水準に あ

る。

　なぜ 、日本の 高等教育の 公 的負担額は少ない の

か。こ の 問い に対 し、本研究では教育経済学の諸

論を用い て説明を試みたい 。高等教育財政につ い

て 日本で は財政管理 学あるい は政策の 観点か ら

着々 と研究が積み上げられ てきた （天野 2006 、

市川　2000）。 また 、 供給面 の みな らず需要側の

観点 、すなわ ち教育 を受ける側に とっ て の 社会

的 ・経済的効果に焦点をあて つ っ 、高等教育費負

担の あ り方を検討する研究成果 も発表 され て お り、

（金子 　1994、矢野　1996）、 これ ら研究の 進展

と成果につ い て は、丸山 （2007）が高等教育財政

と経営管理 の 研 究を、小林 （2007）が高等教育の

経済分析に 関し、過去 10 年 の 動向をま とめ て い

る。

　過去 の研究成果を参考に しつ つ 、本研究では大

学教育の機能 と役 割に着 目して 、公私 の 費用分担

の 在 り方 にっ い て 考えたい。 と りわけ近年高等教

育分野 の 主要研究課題 の
一

つ で あ る 「教育の 質」

に関す る言及、さらに、欧米を中心に拡が るア ウ

トカ ム 評価に代表される 「出 口管理 」 強化の潮流

を鑑み つ つ 、教育経済学諸理論 の 高等教育運営へ

の 適用性 を検討 した い 。また探索的に行 っ た 特定

大学における学生調査の 定量分析結果を参考に、

教育経済論の実証性に つ い て も検討する。

2 ．理論と実証の試み

　教育経済学の 分野 に お い て 高等教育の 役割や機

能を説 明す る理論で は人的資本論 （Becker　1992）、
シ グ ナ ル 論 （Spence　 1973）、 教 育 消 費論

（Gullason　 1989 ）な どが知 られる 。 また、高等教

育に対する公的負担の 妥当性は、人 的投資論の他、

教育の外部腔、社会効果、間接効果に着 目し、教

育を 「準公共財」 と捉える ミク ロ 経済学の 基礎理

論に よっ て説明され る。こ れ ら理 論の基本に ある

の は 、 高等教育には私 的 ・社会的便益 を発生 させ

る効果があり、その費用負担が個 々 人 で は賄えな

い 場合、もしくは個 々 人 の 負担では過小供給 とな

る場合に お い て 政府 の 関与を必要 とする とい うも

の で ある。

　教育の 外部性を具体的に定義 した近年 の 代表的

研究には McMahon （1982）がある。教育に なぜ

政府の 関与が必要で あるかにつ い て 、  民主主義

を効果的に 実現するため、  効果的に市場 と技術

変化 に適応するため 、   犯罪率を下げ刑罰制度の

費用を減 らすため、  福祉、医療、失業保険、公

共保険の 経費を下げるため、  資本市場の欠陥 （不

完全 陸）を補完するた め 、  地域及 び州の 公益事

業を活性化するため、  生産にお ける相補 匪を高

めるた め 、と説明 した。これ らの 外 部性は教育年

数が上昇す るにつ れ て 低減する と言われ て お り、

高等教育段 階に なる と基本的な社会的便益 で ある

犯罪率 の 低下や ロ
ー

カ ル 経済 ・厚生 へ の貢献度は

必ず しも高くない 。
一

方、広義な社会もしくは国

家とい う単位で 「集合的」に実現する便益で ある、

  学力の 向上やそれ に伴う科学技術の 発展 、  雇

用 の 増大や生産力の 向上、そ してそれに伴 う税収

入 の拡大、  国際競争力 の 強化 、   公平性や機会

均等を含む高度 レ ベ ル の厚生確保 の ためには高等

教育が重要な役割を担 う （Levin　1972）。

　 こ れ らの 議論の前提 とな っ て い る の は 、大学教

育が こ れ を受けた個人 に対 して 「実質的」 に生産

性を向上 させ る機能を持っ て お り、そ の個人 に と

っ て の プ ラス 効果は社会全体 に波及 し 「集合的」

恩恵をもた らす とい うこ とで ある。 そ の 場 含、 国

家に とっ て 大学教育へ の 負担は具体的な社会 ・経

済効果をもたらす 「投資」 であり、社会厚生を実

現する
一

手段 と捉 え られ るの で ある。

　こ れに対 し シ グナル 論や ス ク リ
ー

ニ ン グ仮説

（Arrow　1973）は教育 自体の生産機能よ りも情報

の非対称陸に着 日して大学教育の役割を説明した。

例 えば人材採用の際に採用者は被採用者の能力や
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生産陸に つ い て被採用者本人よ りも情報量 が大幅

に不足 して い るため、採用候補者に つ い て端的に

知 る こ とが で きる情報を求める。そ の
一

つ が学歴

で あり、よっ て学歴は採用者 とそれを囲む社会に

対する シグナル として機能する。教育の費用は シ

グナ ル 費用 として捉え られ 、　 定 の 教育に要す る

費用が少 ない 者ほ ど能力が高 く、能力が高い 者こ

そ が教育を受け る こ とを選択する と仮定す る 。 こ

の 論理 で は 、 学歴 が 高い ほ ど、そ して 入学する教

育機関の難易度が高い ほどシ グナ ル効果が高い と

い うこ とになる。「シープ ス キ ン （卒業証書）」 効

果 と して も知 られるが、こ こ で は大学教育そ の も

の の有効性や効果は問われる こ とな く 、 評価の 対

象 となるの は大学に入学する時点で の 「能力」 で

ある。従っ て こ の論理が政策に反映 される と、公

費を割くべ きは大学に 至 るまで の 基礎教育、さら

に 遡 っ て家庭や地域環 竟における福祉 ・厚生 の 分

野にな る。

　欧米の 高等教育は原則的に人的資本論に則 っ て

運営されて い る。米国の 高等教育機 関を通 じた人

材攻策は既に良く知 られ るが、近年の EU に お け

るボ ロ ーニ ャ プ ロ セ ス を中心 とする高等教育政策

は、人的資本論 に立脚 した人材戦略を具体的に か

たち作るもの で ある。翻 っ て 日本の 大学における、

受験に重きが置 かれ る
一

方、課程修了には さほ ど

の 試練を要 しない教育構成は、シ グナ ル仮説 へ の

あて は ま り度が高い と言われ る （荒井 2008 、 小

塩 2002）。 2007年に行われた 2 種の学生調査 を

文像 に、大学教育の 家計負担、大学生 の 修学状況 、

卒業後の 展望など を分析 し、日本の 大学の 機能 と

社会的な役割を検討 した結果明 らか にな っ た の は、

  高等教育費用は多 くの家庭におい て重い負担 と

なっ て い るこ と、  家計の負担額の 多寡は学生の

学業 の 優劣とは無関係である こ と、  米国などと

比較し日本の 大学生の学習時間が極めて 短い こ と、

  親か らの仕送 りが多い 学生ほ ど学習時間が短い

一方サー
クル やクラブ活動に 費やす時間が長 い こ

と、  こ れ ら学生の 成績は相対的に悪 い 傾向にあ

る こ と、  こ れ らの学生 の多くは、将来や りた い

こ とと大学 の 授業は関係 して い ない と考えて い る

こ と、  彼 らは就職の 際には大学の 専攻分野や個

人能力よ りも、出身 の 大学名が重要である と考え

る傾向にある こ となどが 明 らか に な っ た。こ れ ら

の 結果は 2006 年に成績 と進路の 関係 を分析 した

結果と
一

貫陛を有 して い る （松塚 2006）。 同分

析で は学業成績や専門分野 におけ る学習 と進路内

容 との 間には何 ら関係がみ られな い こ と、成績と

進路決定の 有無や速さには プ ラス の 関係がな い こ

と、む しろ成績の 悪い 学生の方が早期に 内定を得

る傾向に あるこ と、成績は就職企業の ラ ン キ ン グ

とも関係がない こ とな どが 明らかにな っ て い た 。

　研究の対象 となっ た大学は入学難易度が高く、

就職 にお い て は強 い シ グナ ル 効果が発揮 され て い

るもの と考えるの が妥当で ある。そ して 多くの 学

生の在学中の学習状況、成績、生活の ありかたは、

シ グナル 効果を認識する
一方、大学教育、特に専

門分野における学習に大きな効果を期待 して い る

とは言えない 状況にある こ とを示唆 して い る。 こ

の よ うな状況 に お ける 大学教育費の負担は、理論

的 には消費的要素が強い もの と捉 えられ 、投資も

シ グナル 効果による個人便益の 取得の た め とみな

され る こ ととな る。

3 ．示唆され る こ と

　教育と所得 との 関係を意識 した個人投資が成立

す る
一方、所得上昇の 規定要因 として シ グナ ル 効

果が高い の で あれば、理論上 は高等教育投資にお

ける実質的生産陸の 向上を前提とした議論が困難

となる。とりわけ公的教育投資の 根拠 とされる、

技術力促進 、 国際競争力 の 強化、雇用機会 の 拡大、

そ して外部効果などが期待で きない こ ととなり、

公 費負担の 絶対額を増加 させ る政策的根拠が見出

せ な くな る。
しか し こ こ で考察すべ き は 、日本の

高等教育に シ グナ ル 論を適用 し得る こ との是非で

はなく、高等教育における財源や コ ス トの負担配

分は教育の質管理 の 問題 と密接にかかわ っ てくる

とい うこ とで ある 。 出 口管理 を念頭に置 い た欧米

の 質保証は、基本的に人的資本論を前提 とする方

針で ある。名門校で も志望者を全員入学 させ 、4

年後卒業ま で 辿 りつ くの は 10 分の 1 に も満たな

い 場合も見 られ る フ ラ ン ス の 大学制度などは、大

学に実質的教育・訓練機能があっ て こ そ成立する。

「質保証」 「社会的説明責任」 「公的資金の投入 」

は 三位
一

体とも言える。換言するな ら、大学教育

の質向上 は 高等教育に公的予算を充当す る根拠 と

もな り得る。 同時に 日本の 大学が実質的な人的資

本形成機能を強化 しなければ 、 国際競争力 の 観点

か ら課題が生ずる こ ととなり、公的予算の 強化が

要求 され る こ ととなろ う。

　最後に機会均等に か か わ る教育の 公 共性 の 問題

があ る。 現状の
、 教育費の 多くを私費に頼る状況

では、家庭の 富裕度により教育投資の 量と質に差

異が生 じ、これによ り教育に基 づ く格差拡大が進

行 す ると考えられる。機会均等の 面 で 、そ し て社

会保障の観点か ら国の 関与が求め られる所以で あ

る。 高等教育における公的負担の ニ
ーズ は昨今の

大学教育の国際化 と、これ と並行 して進行する格

差拡大の 両方の 問題 と向き合 う上 で 、こ れま で以

上 に 高ま っ て い くもの と思われ る。

＊　 参考文献は紙幅の関係か ら発表時に提示 します。
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